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平成３０年度重点事項 

 

                             支部事務局 

  

１ 会員（活動資金）の増強 

  5 月の赤十字運動月間を中心に、市町村及び医師会等各種団体を積極的に訪問し、地

区・分区役職員、協賛委員・赤十字奉仕団・有功会等の協力を得ながら、会員増強に努

める。特に、活動資金目標額が未達成の地区・分区には直接的な働きかけを行い、口座

振替の活用、各業界団体を中心とした法人への積極的な募集など多面的な取組みを要請

する。また、新たな社員制度の更なる周知を図るとともに、県民からの理解と継続的な

協力が得られるよう信頼の向上に努める。      

  

２ 赤十字思想の普及・啓発 

  今年度は日本赤十字社岩手県支部創立 130 周年記念「岩手県赤十字大会」を開催し、

県民にあらためて赤十字事業に対するより一層の理解と協力をお願いするとともに、災

害救護活動など国内外での実践的な赤十字の積極的な報道や紹介をはじめ、毎年１回開

催する「赤十字ふれあいフェスティバル」、広報紙「赤十字いわて特別号」の全戸配付、

ホームページ、各種広報媒体等あらゆる広報活動を展開し、赤十字思想の普及・啓発に

努める。 

 

３ 青少年赤十字活動の推進 

青少年赤十字は、心身ともに健やかな児童・生徒の育成をめざし、学校教育の中で、

さまざまな活動を展開している。この活動の中核となる指導者の育成と活動支援を行い、 

 市町村教育委員会や学校を訪問し、青少年赤十字加盟校の増強を図るなど、次世代を担

う青少年赤十字活動の充実・発展に努める。 

 

４ 赤十字奉仕団活動の推進 

 赤十字奉仕団は、赤十字の人道的活動を実践しようとする人々で結成されたボランテ

ィア組織であり、赤十字活動の推進役として大きな役割を担っている。 

 地域・青年・特殊赤十字奉仕団が、それぞれの特性を生かし充実した活動が実践でき

るように、奉仕団への研修会・講習会を通じて組織強化を図り、赤十字事業の普及・啓

発に繋げる。 

  また、県内全域で赤十字活動の推進を図るため、地域奉仕団未結成地区・分区を訪問

し、結成促進に努める。 
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５ 東日本大震災復興支援及び新たな災害に備えた救護体制の強化 

  未曾有の被害をもたらした東日本大震災から７年が経過するが、未だに多くの方々が

仮設住宅での不自由な生活を強いられている。仮設住宅に暮らす方々を中心とした復興

支援に努めるとともに、新たな災害に備えた救護員等の充実強化を図る。 

 

（１）東日本大震災復興支援事業の推進 

   仮設住宅に暮らす方々を対象に病気やけがの予防を含めた健康づくりと、心のスト 

レスや不安の軽減を目的とした「ノルディック・ウォーキングとこころのケア」や、

各赤十字奉仕団等の特色を活かした「ふれあい交流会」等を実施する。 

   また、沿岸の中・高等学校の生徒を対象とした盛岡赤十字病院での「職場体験」を

実施する。 

 

（２）新たな災害に備えた救護体制強化 

ア 東日本大震災、平成２８年台風１０号災害において、広域搬送拠点臨時医療施設

（SCU）を設置し、航空機搬送による傷病者の受入れ、後方搬送を行った経験を第

１ブロック合同災害救護訓練で情報共有し、ブロック全体の災害対応能力の向上を

図る。 

イ 救護員研修を充実し、日本ＤＭＡＴと協働できる医療救護班の育成に努める。 

ウ 災害時に迅速且つ的確な対応を行うため、必要な救護資機材等を整備する。 

 

６ 救急法等講習の普及 

  心肺蘇生等の一次救命処置を県民に広く普及し、緊急の事態に遭遇したときに適切な

救命・応急手当が出来るとともに、事故防止や健康維持・増進についての意識を高める

ため各種講習を開催する。 
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 平成３０年度重点事項 

 

盛岡赤十字病院 

 

１ 患者に信頼され満足される医療の提供 

患者の権利と意思を尊重し、医療に対する信頼と満足感を高めるため、診療情報を公

開するとともに誠実な対応に努める。 

  このため、職員の接遇の向上及び施設環境の充実を図るとともに、安全な医療の提供

に努める。 

 

２ 医療の質向上に向けた体制整備 

   救急医療、がん医療、周産期医療、小児医療の役割を適切に果たすため、地域医療構

想達成に向けて体制の整備を進める。 

 また、チーム医療を推進するとともに、教育的な環境を整え、臨床研修医をはじめと 

した優れた医療人の育成に努める。 

 

３ 医療救護活動の推進 

   地域における災害医療の拠点として救護資機材の整備や行政機関との連携等、医療救

護体制の強化を図る。また、大規模広域災害発生時においては、赤十字医療施設として

の役割を発揮できるよう人材を育成し、救護班の災害対応能力を強化する。 

 

４ 地域医療支援病院としての貢献 

 「地域医療支援病院」として、かかりつけ医を支援するとともに、連携強化を図り、

地域医療に貢献する。 

また、地域における包括ケアを実現するため、地域の医療機関はもとより介護・福祉

機関との連携を強化する。 

 

５ 安定した経営基盤と雇用の質の確立 

   地域の信頼と期待に応えるため健全な経営を維持し、基盤の強化を図る。 

  また、各種研修を充実・強化し、職員の業務遂行能力の向上を図ることにより、職員

満足度の向上と活力ある職場づくりに取組む。 
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平成３０年度重点項目 

 

岩手県赤十字血液センター 

 

１ 献血者の確保対策 

高齢社会を迎えた今日、輸血用血液製剤や血漿分画製剤の多くは中高年のがん疾患、

血液疾患や循環器疾患などの先進医療の推進に欠かせないものである。一方、献血にご

協力いただいた方々の年齢層を見ると、約 68％が 50 歳未満（その内の約 32％が 16～

29 歳）であり、特に若年者の献血者数は減少してきている。今後、高齢社会が進むにつ

れて、現代医療の推進に支障をきたすことも懸念されている。 

こうした社会情勢の変化を踏まえ、将来にわたり血液製剤の安定供給を行うことがで

きる体制を確保するため、国が策定する中期目標を踏まえ、複数回献血を基軸とした献

血者の確保対策を実施する。 

  特に 10 代・20 代を中心とした若年層からの献血への理解と協力を得るための取組み

を積極的に行うとともに、将来の献血を支える小学生から高校生を対象に、いのちの大

切さや献血の重要性を伝える献血セミナーや献血推進広報等を実施し、献血への参加・

協力へと導く。更に、学生ボランティアを含めた献血推進ボランティア組織を活性化さ

せ自発的な活動を促す。 

  平成 30 年度の全血採血は 400mL 献血者率を 95.9％とし、移動採血１稼働当りの採

血数について 43 人以上を目指す。また、血小板成分採血は、需要に応じた高単位採血

を行うとともに、血小板分割製造用の採血推進に努める。 

 

２ 献血ルームの献血推進強化と活性化 

  昭和 63 年 11 月に献血ルームを開設して 30 周年を迎える。これを機会に全県での更

なる普及活動による県民への周知を図るとともに、献血ルームの周辺事業所・学校等へ

の推進強化として個人の献血協力はもちろん、各種団体への協力依頼を行い、安定的な

血液の確保に努める。また、従来行ってきたボランティアルームを利用してのリラクセ

ーションサービスや折り紙教室を継続するとともに、新たに手の血行を改善し緊張を和

らげる効果が期待されるハンドエステサービスを定期的に開催する。複数回献血者には、

献血時に得られる検査結果を利用したヘルスケア “献血で健康管理”の増進を行う。 

 

３ 献血者の安全対策 

  初回献血者への献血に対する不安や緊張感の軽減に努めるとともに、献血の手順や献

血前後に十分な水分補給を促し、献血後の休息をとる必要性を十分理解していただくよ
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う説明する。気分が悪くなった場合の対処方法等について、映像やリーフレット等を活

用した事前説明を丁寧に行い、献血者の安全確保に努める。 

  静脈穿刺において血管や神経の走行には十分な注意を払い、健康被害の防止を図り、

献血者が安全に安心して献血にご協力いただけるよう努める。 

採血前と採血後の献血者の心拍数と経皮的動脈血酸素飽和度等をパルスオキシメー

タで測定することにより、採血副作用である血管迷走神経反応（ＶＶＲ）の早期発見と

予防に努め、また、発生時の対処法、転倒事故等の予防に努める。 

 

４ 血液製剤の安定供給と適正使用の推進 

主要医療機関からの診療科別使用動向調査及び医薬情報活動推進チームによる医療

機関との連携の強化を行い、平成 29 年 5 月に行った主要医療機関の将来需要予測調査

を基に、医療機関の需要動向の把握、需要予測の精度を高め安定的な供給体制を確立す

る。また、ＨＬＡ適合血小板は極力、同型の製剤を供給することとし、ドナープールの

拡充を図る。 

医療現場における輸血用血液製剤の適正使用の情報収集・提供を強化するため、血液

製剤使用適正化推進委員会から医療機関への働きかけや、各種勉強会・説明会等を積極

的に提案し参画することにより、輸血医療の安全性の向上に寄与する。 
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平成３０年度重点事項 

 

日赤岩手乳児院 

 

１ 入所児及び家庭のケアの充実 

  少子化や核家族化、離婚の増加、急激な児童虐待の増加など家庭や地域における養育

機能が脆弱化している中、できる限り家庭的な環境の中での養育を実施するために小規

模グループケアを継続するとともに、一人ひとりの子どもを丁寧かつきめ細かく育む個

別化を重視した養育に取組む。    

  スタッフに医師、心理士、家庭支援専門相談員、里親支援専門相談員、看護師、保育

士、栄養士などの専門職員を配置し、乳幼児の基本的な養育機能に加え、被虐待児・病

虚弱児への対応、家庭支援体制の強化、早期家庭復帰や里親委託の支援、退所後のアフ

ターケアなど専門的機能を発揮する。 

 

２ 運営基盤の強化 

  里親支援専門相談員の配置や新規学卒保育士の採用など、養育に不可欠な人材を確保

する。また新人、中堅、上級などの職員に応じた研修を充実化するとともに、個々の職

員を支え、導くための相談や助言等を行うスーパービジョン体制を強化し、人材の能力

向上、育成、定着化に取組む。 

 

３ 地域貢献の推進 

  市町村からの委託による子育て短期支援事業の実施や、育児電話相談、もぐもぐ食育

体験教室、中高校生の体験学習や里親研修の受け入れ、地域の人々やボランティアを対

象とした赤十字幼児安全法等の開催など、地域における公益的活動を実施する。 

 

４ ボランティアと職員による施設運営 

日本赤十字社の運営は多くのボランティアの活動により支えられており、当院も赤十

字奉仕団など既存のボランティア活動のさらなる活性化や新たなボランティアを確保

するため、ホームページ、院内だより、手作りポスターによる積極的な広報活動に努め

る。 
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平成３０年度重点事項 

 

特別養護老人ホーム日赤鶯鳴荘 

 

１ 利用者本位のサービス提供 

ユニットケアを開始し、利用者一人ひとりの個性や生活リズムに沿ったケアを実施す

る。また、高齢化・重度化が進行する利用者個々の心身状況や意向等に応じたより質の

高いサービスの提供に努め、利用者とその家族が安心して利用できる施設づくりを目指

す。 

 

２ 社会福祉施設の運営基盤の強化 

介護報酬の減額や組織ガバナンスの強化、事業運営の透明性の向上、地域における公

益的活動の実施等を柱に社会福祉法が改正され、これからの社会福祉施設の運営は、適

正かつ安定した運営及び積極的な地域貢献が求められている。 

将来に亘って安定した運営が継続できるよう経費削減、また、入居者・利用者の安全

確保やサービスの質の向上等により、効率的な運営に努める。 

 

３ 赤十字奉仕団やボランティア等による施設運営と地域貢献の推進 

地域赤十字奉仕団やボランティア等の活動により施設運営が支えられており、ボラン

ティア等の活動内容を積極的に外部に発信することによって情報共有し、効果的な活動

事例の導入や新たなボランティアを確保する取組みの強化を図る。 

また、地域における高齢者福祉の拠点として、施設が持つ社会的資源を地域で効果的

に活かした事業を展開する。 

 

４ 職員の養成と確保  

超少子高齢化社会を踏まえ、介護等職員の人材確保に当たっては、長期的なスパンで

計画的に確保し、養成する取組みが必要である。 

地域住民や地元高校生等を対象に介護職員初任者研修を実施する等、介護職員の確保

に努める。 

 

５ 地域包括ケアシステムへの対応 

国や地方公共団体においては、超少子高齢化社会を踏まえ、高齢者が住み慣れた地域

で介護や医療、生活支援サポート及びサービスを受けられるよう「地域包括ケアシステ

ム」の構築を進めており、地域住民や他団体、行政等と積極的に連携し活動を推進する。 
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１ 会員（活動資金）の増強及び管理  

活動資金募集を取り巻く環境は、依然として厳しい状況にある。 

このため、赤十字活動の財政基盤をより強固なものにするため、地区・分区役職員や

協賛委員、赤十字奉仕団、有功会など赤十字関係者の更なる理解と協力を得ながら、会

員(活動資金)の増強を図るとともに、新たに導入された日本赤十字社全国会員管理シス

テムを活用し、さらなる会員管理の適正化を図る。   

平成 30 年度における活動資金募集目標額は、前年度同様、近年の活動資金減少傾向

に鑑み、より実績に近い目標額を設定の上、募集することとする。地区・分区別活動資

金募集目標額は表 2 のとおりとする。 

 

表１           平成３０年度 活動資金募集目標額 

(単位：千円) 

区   分 平成３０年度目標額 平成２９年度目標額 比 較 増 減 

一般活動資金  １７９，１１８ １７９，１１８         ０ 

法人活動資金   ２１，４０３ ２１，４０３         ０ 

合   計  ２００，５２１     ２００，５２１         ０ 

日赤鶯鳴荘移転新築 

特別寄付金 
       ０      ５，０００    △５，０００ 

再   掲  ２００，５２１    ２０５，５２１    △５，０００ 

 

 

 

 

 

 

            ５月１日、盛岡駅での活動資金募集街頭広報 
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表２   

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43,152,000 4,348,000 47,500,000

7,870,000 649,000 8,519,000

4,877,000 479,000 5,356,000

13,187,000 1,681,000 14,868,000

12,927,000 2,700,000 15,627,000

5,588,000 470,000 6,058,000

3,844,000 389,000 4,233,000

16,587,000 1,512,000 18,099,000

2,153,000 153,000 2,306,000

4,814,000 433,000 5,247,000

4,227,000 1,309,000 5,536,000

3,800,000 331,000 4,131,000

16,068,000 1,468,000 17,536,000

8,035,000 405,000 8,440,000

13,328,000 1,180,000 14,508,000

2,333,000 203,000 2,536,000

978,000 68,000 1,046,000

1,963,000 139,000 2,102,000

4,404,000 299,000 4,703,000

3,650,000 471,000 4,121,000

830,000 158,000 988,000

830,000 158,000 988,000

2,184,000 293,000 2,477,000

ﬞ 2,184,000 293,000 2,477,000

983,000 121,000 1,104,000

983,000 121,000 1,104,000

788,000 65,000 853,000

788,000 65,000 853,000

1,225,000 52,000 1,277,000

1,225,000 52,000 1,277,000

3,804,000 377,000 4,181,000

1,767,000 86,000 1,853,000

1,508,000 258,000 1,766,000

529,000 33,000 562,000

3,510,000 387,000 3,897,000

577,000 49,000 626,000

427,000 31,000 458,000

2,506,000 307,000 2,813,000

4,247,000 443,000 4,690,000

1,398,000 234,000 1,632,000

799,000 59,000 858,000

2,050,000 150,000 2,200,000

ᵑ 147,129,000 16,327,000 163,456,000

ᵒ 30,899,000 3,076,000 33,975,000
ᵑ ᵒ 178,028,000 19,403,000 197,431,000

ᵓ 1,090,000 2,000,000 3,090,000

179,118,000 21,403,000 200,521,000



 10 

 

２ 社業の振興 

  赤十字事業は、会員や篤志者など多くの奉仕者の協力によって支えられているが、赤

十字事業を円滑に推進するためには、組織基盤をさらに拡充・強化していくことが重要

である。 

  このため、地区・分区や奉仕団・有功会等の協力を得て、5 月の赤十字運動月間を中

心に「第 18 回赤十字ふれあいフェスティバル」の開催や各種広報媒体による広報活動

などを通じ、赤十字が地域に信頼され、支援が得られるよう普及啓発に努める。また、

今年度は日本赤十字社岩手県支部創立 130 周年記念「岩手県赤十字大会」を開催し、県

民に対し、赤十字事業への更なる理解と支援をお願いする。 

(1) 地区・分区事業の推進 

 ア 地区・分区における事業が円滑に推進されるよう地区分区交付金を交付するとと

もに、赤十字事業について地域での理解を得るための助言を行う。 

 イ 地区・分区事務担当者会議、代表協賛委員研修会等を開催し、地域における赤十

字事業の推進を図る。 

 

 

 

 

 

  

代表協賛委員研修会 

(2) 赤十字思想の普及、啓発 

 ア「第 18 回赤十字ふれあいフェスティバル」の開催 (盛岡市予定) 

     支部や各赤十字施設の事業や活動について、医師の仕事体験や救急法ミニ講習な

どの各種体験、パネル展示などにより広く県民に紹介する。 

 

 

 

 

 

 

     

第 17 回赤十字ふれあいフェスティバル（盛岡市） 

イ 各種広報媒体による広報活動 

(ア) 広報紙｢赤十字いわて｣の発行及び赤十字新聞等の配付 
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  ○赤十字いわて 年 2 回各 1,800 部   ○赤十字新聞 毎月 1 回各 1,500 部 

○赤十字いわて特別号 年 1 回全世帯配布 434,000 部 

    (イ) 赤十字運動月間に新聞広告及び車内広告等を行うとともに、民放各社の協力

を得て、テレビ・ラジオスポット放送による広報を行う。 

   (ウ) 日赤本社及び支部ホームページによる情報提供を行うほか、広報活動の評

価・検証を広報業務連絡調整会議で実施する。 

ウ 地区・分区における広報活動    

     地区・分区を通じ、赤十字運動月間用チラシの全戸配布とポスターの掲出を行う

ほか、市町村広報紙や有線放送を活用した広報活動を促進する。また、産業まつり

等の地域イベントへ赤十字活動紹介ブースを出展し、より地域に密着した広報活動

を展開する。 

  エ 岩手県赤十字大会の開催 

    岩手県内の地区・分区役職員、協賛委員・赤十字奉仕団・有功会等赤十字関係者

を招き、日本赤十字社岩手県支部創立 130 周年記念「岩手県赤十字大会」を開催す

る。式典での活動資金協力による会員等篤志者をはじめとした各種功労者の表彰や

赤十字活動体験発表など、メディアを通じた広報を展開し、県民により一層の赤十

字事業への理解と支援を要請する。 

 

３ 有功会の育成支援 

    赤十字思想の普及、会員増強活動等赤十字事業の推進に大きな役割を担っている支部

有功会連合会及び地区・分区有功会の活動が積極的に展開されるよう支援する。 

(1) 有功会連合会事業が円滑に実施されるよう運営費の一部を助成するとともに、連合

会の財政基盤の強化促進に努める。 

(2) 全国赤十字大会への派遣を行うほか、地区・分区有功会が実施する総会等に参加し、

地域における有功会活動の活性化を支援する。 

(3) 岩手県赤十字大会に合わせ、有功会連合会結成 30 周年記念式典を開催し、有功会活

動の周知と地区分区有功会の連携や会員増強の一助となるよう支援する。 

 

４ 赤十字奉仕団の育成及び活動の充実 

赤十字事業の普及は、赤十字奉仕団の活性化とそのマンパワーによる推進が極めて重

要であることから、その牽引力となる人材の育成に努める。 

 また、昨年、全国の赤十字奉仕団の中心的役割を担う赤十字奉仕団中央委員会の委員

長に岩手県から初めて就任（一関市大東赤十字奉仕団：増沢純委員長）し、東日本大震

災被災地域の奉仕団活動で培われた手腕を発揮している。そのような全国的な注目が集

まる中、地域、特殊、青年赤十字奉仕団がそれぞれ地域ニーズに合わせた積極的な活動
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が実施できるよう支援を行い、充実した事業の展開に努める。 

 なお、併せて、東日本大震災復興支援事業「赤十字奉仕団ふれあい交流会」活動への

支援も継続して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

‘17 大阪・食博覧会炊き出し参加（左から２番目が増沢委員長） 

 

（1）奉仕団の育成強化 

  ア 地区・分区を通じた奉仕団の育成、指導 

  イ モデル奉仕団の育成、指導 

  ウ 赤十字奉仕団委員長・事務担当者会議の開催 

  エ 赤十字奉仕団岩手県支部委員会会議の開催 

オ 各種赤十字講習の実施 

  カ 防災ボランティア・リーダー、地区リーダー等との連携 

  キ 奉仕団の相互交流活動の推進 

  ク 新規奉仕団の結成促進 

（2）リーダーの育成と団員の養成 

  ア 本社等主催の各種研修会等への派遣 

  イ 奉仕団基礎研修会の開催支援 

  ウ 新規奉仕団員の加入促進 

  エ 意識啓発のための情報の提供 

 

５ 青少年赤十字の育成及び加盟促進 

次代を担う青少年が、赤十字の精神に基づいて、日常生活の中で望ましい人格と精神

を自ら形成し、ひいては世界の平和と人類の福祉に貢献できるよう、青少年赤十字岩手

県指導者協議会や青少年赤十字賛助奉仕団の協力を得ながら、加盟校の拡大、指導者の

育成、リーダーシップ・トレーニング・センターの開催など各種事業を積極的に推進す

る。 

また、赤十字奉仕団等との連携を図り、世代間交流によるボランティア活動を推進す
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るとともに、青少年国際交流事業への派遣等により青少年赤十字の実践目標である国際

理解・親善を深める。 

（1）青少年赤十字活動の促進                

 ア 登録式や総合的学習の時間等への講師等の派遣 

イ 研究推進校の育成、指導 (3 校)                 

ウ 地区協議会の育成   (6 地区)           

エ 活動事例発表研究会   (11 月)  

オ 青少年赤十字防災教育の推進 

カ 岩手県青少年赤十字賛助奉仕団との連携                    

キ 機関紙の発行及び指導資料等の提供          トレーニング・センター                                          

（2）指導者の養成及びリーダー等の育成 

 ア 本社等主催の各種研修会等への積極的な派遣 

 イ リーダーシップ・トレーニング・センター及び指導者研修会の実施 

(7 月 30 日～8 月 1 日までの 3 日間 国立岩手山青少年交流の家) 

  ウ 第一ブロック青少年赤十字指導者研修会への派遣 (10 月) 

（3）加盟促進 

  ア 地区指導者協議会や岩手県青少年赤十字賛助奉仕団との連携による訪問活動 

  イ 市町村教育委員会や校長会、地区校長会等を活用した加盟促進 

 

６ 国際活動  

 国際救援活動の推進 

   現在、世界 190 ヵ国に組織されている各赤十

字・赤新月社は、赤十字の理念を達成するため、

赤十字国際委員会並びに国際赤十字・赤新月社

連盟と連携を図りながら、人道的な事業を世界

的規模で推進している。 

日本赤十字社では、国際救護及び開発協力の

諸活動を展開しているが、当支部としても以下の活動を推進していく。 

  （1）国際救援・開発協力要員の養成・派遣 

本社主催の国際救援・開発協力要員養成研修会へ計画的に職員を参加させると

ともに、研修を終了した登録要員を本社の要請に基づき海外へ派遣する。 

  （2）第一ブロック支部合同による国際活動への参加 

平成 29 年度に引き続き、アジア・大洋州地域における災害対策事業支援の一

環として、カンボジアやミャンマー・東ティモールで実施する救急法普及支援事

業に第一ブロック支部内の調整のもと支援する。 
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  （3）海外救援金の受付  

     海外で発生した災害や紛争などに対して、現地の赤十字社・赤新月社が行う救 

    援活動・復興支援活動に活用するための海外救援金を受け付ける。 

（4）ＮＨＫ海外たすけあい 

     紛争犠牲者や災害被災者に対する救援のため、ＮＨＫと共催で「海外たすけあ 

い」を積極的に実施し、赤十字の国際救護活動の充実を図る。 

  （5）安否調査 

     国交のない国等からの同胞の安否調査の依頼に対し、本社と連携をとりながら

対応する。 

 

７ 東日本大震災の復興支援事業 

  東日本大震災から 7 年が経過し、仮設住宅での生活が長期化する高齢者等への支援、 

仮設住宅の統廃合に伴うコミュニティ形成の支援及び将来を担う生徒への支援を中心 

とした復興支援事業を推進する。 

項目 主な内容 

赤十字奉仕団等ふれあい交流会 

赤十 字奉 仕団 等が

仮 設 住 宅 に 暮 ら す

方々に対して各奉仕

団の特色を活かし、食

事等を通してより多

くの住民の方々がコ

ミュニケーションを図れる場を提供する。 

ノルディック・ウォーキングと 

こころのケア 

2 本の専用ポールを

使い、明るく楽しくウ

ォーキングとストレ

ッチを行う健康プロ

グラムを実施し、病気

やけがの予防を含め

たこころと身体の健康づくりを支援する。また、お茶

会や季節のイベント等を行うことで、仮設住宅に暮ら

す方々の交流支援を行うとともに、こころのストレス

や健康不安を軽減する。 
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盛岡赤十字病院職場体験 

～夢から現実への一歩～ 

将来、医師や看護師

等の医療従事者を志

す沿岸被災地の中・高

校生が、医療現場での

職場体験をすること

により、職業観を育み

将来に向けた主体的な進路選択をするための支援を

する。 

赤十字復興支援の広報活動 

県内各地のイベント等での広報活動を通じて、世界

100ヶ国以上の国々から寄せられた海外救援金を基に

東日本大震災被災者のために復興支援事業を行って

いることを広く県民に伝え、もって日本赤十字社への

理解と協力を求める。 

 

８ 新たな災害に備えた救護体制の強化 

  東日本大震災の教訓を踏まえ、今後発生が予想さ

れる大規模災害時に迅速かつ適切な災害救援活動が

できるよう、災害救護装備及び訓練の充実に努める。 

                         

 

第１ブロック支部合同災害救護訓練 

（1）災害救護活動に即応できる救護員の育成 

ア ブロック訓練において、広域医療搬送拠点（SCU）設置・運営訓練を実施する。 

イ 超急性期に対応できる医療救護班の養成に努める。 

ウ 救護員研修や自治体等で行われる防災（災害救護）訓練に積極的に参加し、関係

機関等との連携体制の強化を図る。 

訓 練（会場） 時 期 内       容 

支部管内救護班資機材操作訓練 6 月 救護班主事資機材操作訓練 

盛岡市総合防災訓練 9 月 トリアージ、医療救護 

日本赤十字社第一ブロック支部合

同災害救護訓練（岩手県） 
10 月 

広域医療搬送拠点（SCU）設置・運

営訓練 
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岩手県総合 防災訓 練・みち のく

ALERT2018 合同訓練 
11 月 トリアージ、医療救護 

岩手県国民保護共同実動訓練 1 月～2 月 トリアージ、医療救護 

 

（2）救護資機材等の整備 

ア 救護活動の機動力確保 

地区分区に配備の災害救援車の更新を行い機動力の確保に努める。 

 イ 災害用医療品の更新 

    国内型緊急仮設診療所（ｄＥＲＵ）及びＤＭＡＴチーム、救護班用の医療資機材

（自動血圧計等）の整備・更新に努める。 

（3）防災ボランティアの育成 

   災害時に円滑な救護・救援活動を被災地で行うには、ボランティアの協力が欠かせ 

ないことから防災ボランティアの養成を行う。 

    また、長期化する救護班活動の後方支援を目的とした防災ボランティアの研修・ 

訓練を実施する。 

（4）臨時救護 

   県及び各種団体等の要請に応え、その主催する行事に救護要員を派遣し、不慮の 

事故等による傷病者の救護に当たる。 

  ア 全国障害者スポーツ大会（6 月） 

イ 岩手県障害者スポーツ大会（6 月） 

  ウ 岩手県高等学校高総体ボート大会（6 月） 

エ 岩手県高等学校新人大会ボート大会（8 月） 

  オ 岩手日報駅伝競走（11 月） 

(5) 赤十字防災セミナー 

  東日本大震災などの過去の災害から学んだ教訓を今後の備えとして、地域コミュニ

ティにおける「自助」「共助」の力を高めるため、「赤十字防災セミナー」を実施する。 

 

９ 救急法等講習の普及 

（1）救急法等講習 

  心肺蘇生等の一次救命処置を県民に広く普及し、緊

急の事態に遭遇したときに適切な救命・応急手当が出

来るとともに、事故防止や健康維持・増進についての

意識を高めるため各種講習を開催する。          幼児安全法講習の様子                                                                      



 17 

 

（2）各講習内容 

講習区分 内       容 

救急法基礎 
 一次救命処置を基礎とした心肺蘇生・ＡＥＤ（自動体外式除細動

器）使用方法、気道内異物除去等の各講習の基礎を習得する。 

救 急 法 

日常生活における事故防止、手当ての基本、止血の仕方、包帯の

使い方、骨折等の場合の固定、搬送、災害時の心得等について実践

する知識と技術を習得する。 

水上安全法 

 水と親しみ、水の事故から人命を守るため、泳ぎの基本と自己保

全、水の事故防止、溺れた人の救助、手当て等の知識と技術を習得

する。 

健康生活支援 

 健やかな高齢期を過ごすための健康維持・増進の思想と、高齢者

の自立した生活をめざした介護・支援の知識、実践するために必要

な技術を習得する。 

幼児安全法 
 幼児期に起こりやすい事故の予防及び手当ての実際、かかりやす

い病気と看病の仕方などの知識と技術を習得する。 
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１０ 医療施設の経営と医療事業 

    国の医療制度改革や医療費抑制政策により、医療機能の分化・強化、連携や医療・

介護の一体的な基盤整備が求められていることから、医療施設においては一層の経営

効率を高め、質の高い医療を提供していく必要がある。                      

当院も、県が策定した地域医療構想の実現に向け、医療政策の動向を適正に把握し、

医療環境の変化に順応した機能及び特色の明確化を図る方針である。また、地域中核

の公的医療機関として、安定した経営基盤の確立と地域の医療・介護・福祉の連携に

努め、地域医療に貢献する。 

   平成 30 年度において、次の重点事項のとおり職員一人ひとりが自己研鑽に努め、安

全で質の高い医療を誠実に提供し患者から信頼され、選ばれる病院を目指す。 

（1）患者に信頼され満足される医療の提供 

患者の権利と意思を尊重し、医療に対する信頼と満足感を高めるため、診療情報を

公開するとともに誠実な対応に努める。 

ア インフォ－ムド・コンセントの徹底 

  イ 医療安全・感染対策の一層の充実      

  ウ セカンドオピニオンの普及促進 

エ 診療情報の公開 

  オ 満足度調査に基づく院内の改善 

  カ 接遇研修の充実           

（2）医療の質向上に向けた体制整備       2017年 5 月 ふれあい看護体験 

地域における医療ニーズに対応するため、継続的に体制の整備に取組む。 

ア 5 疾病 5 事業及び在宅医療支援体制の充実  

イ 医療機器の計画的な整備 

ウ チーム医療の推進 

  エ 教育環境の整備 

（3）医療救護活動の推進 

大規模災害発生時に災害拠点病院として機能を発揮できるように、充実を図る。 

  ア ｄＥＲＵ要員の養成訓練の実施 

  イ 地域防災訓練への積極的な参加 

  ウ 行政機関との連携強化 

エ 災害を想定した事業継続計画（BCP）に基づく訓練実施 

（4）地域医療支援病院としての機能充実 

「地域医療支援病院」として、医療・介護・福祉の連携強化を図り、地域医療に貢献

する。 

  ア 紹介率・逆紹介率の向上 
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  イ 入退院支援体制の整備 

  ウ 在宅療養支援体制の整備 

  エ 地域の医療・介護・福祉機関との研修会・勉強会の開催 

オ 地域住民への啓発活動           

（5）安定した経営基盤と雇用の質の確立 

収益確保・費用圧縮により経営効率を高める。また、各種研修を充実・強化し、職員

の業務遂行能力向上を図ることにより、職員満足度を高め活力ある職場づくりを図る。 

ア 新たな施設基準の取得 

イ 適切な病床機能の発揮 

ウ 材料費の抑制 

エ 後発医薬品の使用割合向上  

  オ 職員の育成と研修の充実   

  

  

           2017年 9 月 緩和ケア病棟イベント 
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１１ 血液事業の推進    

献血者の受入れにあたっては、国が策定する献血推進計画を踏まえ、医療機関から 

の需要の高い 400mL 献血、成分献血を中心に効率的な採血を行う。 

   県、市町村などと連携しながら県民の理解を深め、平成 30 年度は、400mL 献血を

31,024 人、成分献血を 11,880 人、200mL 献血を 1,310 人、合計 44,214 人から献血

のご協力をいただく計画である。 

（1）献血者確保対策 

  ア 献血推進キャンペーン等の実施 

    献血目標の達成及び献血の普及啓発を目的に、次の献血推進キャンペーンを実施 

する。 

実施事項 実施時期 内  容 

愛の血液助け合い運動 

 

 

 

 

 

7 月 ・県、市町村との連携による 400mL 献血及

び成分献血の広報活動の強化 

 

 

 

 

献血ルーム開所 

30 周年記念イベント 

11 月 ・昭和 63 年 11 月に献血ルーム開所より 30

年が経ったことから記念イベントを実施 

はたちの献血キャンペ 

ーン 

 

1～2 月 ・新たに成人を迎える若者を中心とした 400 

mL 献血及び成分献血の普及啓発の実施    

各種イベント献血等 

 

 

 

 

 

 

随時 ・学生夏のキャンペーン（8 月） 

・クリスマス献血キャンペーン（12 月） 

・バレンタイン献血キャンペーン（2 月） 

・年度末献血キャンペーン（3 月） 

・岩手県献血マスコット「ココロンちゃん」

を活用した街頭献血の実施 

 

 

 

 

   上記キャンペーン等のＰＲについて、各報道機関の協力を依頼する。 
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  イ 感謝状等の贈呈 

愛の血液助け合い運動の一環として、模範となる献血推進協力団体等に対して、    

知事及び日本赤十字社岩手県支部長感謝状の贈呈を行うとともに、併せて厚生労    

働大臣表彰状並びに感謝状の伝達を行う。 

実施事項 実施時期 内  容 

知事・日赤県

支部長感謝状

の贈呈等 

7 月 ・厚生労働大臣表彰状 概ね 1 団体又は個人 

・厚生労働大臣感謝状 概ね 1 団体又は個人 

・知事・日赤県支部長感謝状 概ね 10 団体又は個 

人 

 

  ウ 若年層を対象とした普及啓発 

    生徒、学生を対象とした普及啓発を行う。 

実施事項 実施時期 内  容 

小学生への普及啓発 7～8 月 ・親と子の見学会を血液センターと奥州供給

出張所で実施 

 

 

 

 

高校生への普及啓発 通年 ・高校を訪問しての献血セミナー実施 

・文化祭等においてパネル展示 

・各種リーフレットの配付 

大学・専門学校生への

普及啓発 

通年 ・大学や専門学校・高等専門学校を訪問して

の献血依頼及びリーフレットの配付やポ

スター掲示 

学生ボランティアの

支援 

通年 ・学生ボランティアを支援し、意見交換する 

 場を設ける等、活動の活性化を促す支援 

・学生夏のキャンペーンの実施（8 月） 
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  エ 企業等における献血推進 

   ・事業所への渉外時には当センターで作成したメタボ対策や高血圧予防のパンフレ

ット等を用い、健康管理の動機付けとともに、献血後の検査結果を健康管理に役

立てていただくよう推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

・外部の献血者の受入が可能な企業では、献血バスの配車が難しい周辺の事業所等

にも出向き、１人でも多くの協力がいただけるよう積極的に渉外活動を行う。 

   ・全国的、および県内に支店等が多数ある企業・同業者組合・団体においては、期

間を設けて献血ルームや各地域での団体献血協力をいただくようお願いする。 

 

オ 献血会場の告知等 

    新聞、ラジオにおいて翌日又は当日の献血会場の告知を行う。また、市町村広報 

誌、血液センターホームページで当月の告知を行う。 

新聞 ・（株）岩手日報社 

・（株）東海新報社 

・（株）盛岡タイムス社 

ラジオ ・（株）ＩＢＣ岩手放送 

・（株）ラヂオもりおか 

・特定非営利活動法人カシオペア市民情報ネットワーク 

・えふえむ花巻（株） 

・奥州エフエム放送（株） 

・一関コミュニティＦＭ（株） 

その他 ・各市町村の広報誌 

・血液センターホームページ 

 

  カ 報道各社への献血啓発依頼 

    本社作成の献血啓発ＣＭを、民放テレビ局（4 社）、民放ラジオ局（6 社）におい 
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て冬期間を中心に放送していただく。また、ＮＨＫ盛岡放送局においては、毎週金 

曜日に献血情報の放送をしていただく。 

テレビ ・（株）ＩＢＣ岩手放送 

・（株）岩手朝日テレビ 

・（株）岩手めんこいテレビ 

・（株）テレビ岩手 

ラジオ ・ＮＨＫ盛岡放送局（毎週金曜日の昼に献血情報の放送） 

・（株）ＩＢＣ岩手放送 

・（株）エフエム岩手 

・（株）ラヂオもりおか 

・えふえむ花巻（株） 

・奥州エフエム放送（株） 

・宮古エフエム放送（株） 

 

キ 400mL 献血の推進 

    医療機関からの需要に応えるため、多くの機会を捉えて広く 400mL 献血を呼び 

   かけ、400mL 献血の理解と協力を求める普及啓発事業を展開する。 

実施事項 実施時期 内  容 

400mL 献血普及啓発 

 

 

 

通年 

 

 

 

・400mL 献血への理解と協力を求める広報

活動やパンフレット等を活用した普及啓

発の実施 

・献血受付における 400mL 献血誘引活動 

高等学校献血 通年 ・年齢、体重等 400mL 献血が可能な生徒を

受付対象とする。ただし、400mL 献血に

不安等がある場合は 200mL 献血を推進す

るなど、出来る限り献血を経験していただ

くよう努める。 

  

 ク ボランティア団体の育成 

    関係機関と連携しライオンズクラブ、学生ボランティア及びその他各種団体等に 

   対し献血制度の啓発を行い、献血ボランティア団体の育成を図る。 

 

  ケ 献血ルームの機能強化 

   ・キッズコーナーの利用促進を図る。 

   ・従来からの、リラクセーションサービス（毎週水曜日の午後）や折り紙教室（第
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二土曜日・第四日曜日）に加え、血行が良くなり緊張の緩和が期待されるハンド 

エステサービスなどを定期的に開催する。 

 

  コ 複数回献血協力者の確保 

    現在、年間１回のみの献血者が約 70％を占めていることから、今後の安全な血 

液の安定的な供給のため複数回献血クラブへの加入促進や、メール・はがき等での 

依頼により複数回献血協力者を確保する。 

複数回献血クラブの会員数を平成 30 年度末までに 5,000 人（平成 29 年 11 月現 

在 3,949 人）を目指す。 

 

（2）輸血用血液製剤の安全性の確保 

   輸血用血液製剤の安全性向上のため次の項目を実施するとともに、血液安全委員会 

の機能を有効に活用し、採血及び供給業務における品質管理の徹底に努める。 

  ア 本人確認と適切な問診の実施 

  イ 採血時の初流血の除去 

  ウ 遡及調査ガイドラインに基づく適正な遡及調査の実施 

エ 安全性情報の入手 

オ 献血者の感染リスクの評価の強化 

 

（3）供給体制と医薬情報活動の充実強化 

   輸血医療を行う医療機関は岩手県に約 115 カ所あるが、いつでも必要な血液を速や

かに届ける体制を築く。        

平成 30 年度供給計画は 200mL 換算で赤血球製剤 60,550 単位、血漿製剤 19,620

単位（新単位）、血小板製剤 94,760 単位とし、医療需要に迅速に対応するため、県中

央方面は岩手県赤十字血液センター、県南方面は奥州供給出張所、県北方面は青森県

赤十字血液センター八戸出張所から供給する。 

   医薬情報活動については、主な医療機関の院内輸血療法委員会及び医療機関におけ

る説明会を通じた活動を行い、副作用・適正使用情報等の院内周知の徹底を図るとと

もに、医療機関におけるニーズ並びに製剤使用実態及び診療部門の輸血実態、有害事

象・副作用発生状況と対処方法の把握に努め、医療機関との相互理解を高める。また、

岩手県合同輸血療法委員会を通じて輸血を実施する医療機関から広く情報収集を行い、

医師、薬剤師、看護師、検査技師など輸血に関わる関係者の輸血医療の向上を図るた

め、各種認定資格への周知活動など積極的な情報提供活動を展開する。さらに、電子

媒体を利用して輸血情報等の情報提供を迅速に行う。 
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（4）医療機関への協力 

   医療機関から不規則性抗体やＨＬＡ抗体等の検査依頼要請があった場合については、

東北ブロック血液センターと連携して対応する。 

さらに、赤血球抗原検索システムが導入され、医療機関において院内在庫血の抗原

陰性血の検索が可能となり迅速な対応が可能となったが、未だ当システムを活用して

いない医療機関に対し、再度情報提供を行い当システムの活用を促す。 

 

（5）骨髄バンク事業の支援 

   骨髄提供希望者の登録受付、ＨＬＡ検査用血液の採血等に対して積極的に対応する。 
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１２ 社会福祉施設の運営 

(1) 日赤岩手乳児院 

ア 入所児及び家庭のケアの充実 

 児童相談所及び関係機関との連携を密接にするとともに、家庭的養護による入所児

ケアの充実と、家庭支援専門相談員、里親支援専門相談員、心理士等による専門的機

能の充実に努める。 

（ア）小規模グループケアの継続 

（イ）医師、心理士、家庭支援専門相談員、看護師、保育士等専門職員の配置継続 

（ウ）里親支援専門相談員の新規配置 

（エ）被虐待児、病虚弱児等への専門的支援 

（オ）保護者等家庭支援、家庭早期復帰や里親委託、退所後アフターケア等の支援 

イ 運営基盤の強化 

養育に不可欠な保育士等の人材確保に努めるほか、人材の能力向上・育成・定着化

に取組む。 

（ア）保育士の採用 

（イ）新人、中堅、上級等職員に対応した研修の実施 

（ウ）新人、中堅職員への相談、助言を行うスーパービジョン体制の強化 

ウ 地域貢献の推進 

（ア）市町村からの委託による子育て短期支援事業の実施 

（イ）一般市民も対象とした子育て相談や食育体験教室の実施 

（ウ）就労体験や中高生の体験学習、里親研修の受け入れ 

（エ）地域の人々やボランティアを対象とした赤十字幼児安全法等の開催 

エ ボランティアと職員による施設運営 

 ホームページや手作りポスター等による積極的な広報を実施し、新たなボランティ

アの確保に取組む。また、日本赤十字社岩手県支部と連携し赤十字奉仕団による活動

を促進する。 
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 ⑵ 特別養護老人ホーム(介護老人福祉施設)日赤鶯鳴荘 

ア 利用者本位のサービス提供 

利用者の要介護度の重度化や認知症の進行、たん吸引や胃ろうによる経管栄養等、

更に在宅酸素療法の医療的ケアが必要なケースが増加傾向にある。 

こうした状況を踏まえ、看護職員と介護職員の職種間連携によるかく痰吸引や経管

栄養、在宅酸素療法など、利用者の安心と安全な生活を確保するためのケアを行う

ほか、口腔ケアや認知症、看取りケアなど高齢者の尊厳を支えるケアの充実に取組

む。 

また、平成 30 年 7 月から完全個室ユニット型ケアを開始し、利用者一人ひとりの

個性や生活リズムに沿ったケアを実施する。 

（ア）定期的なカンファレンスの開催 

（イ）多職種が連携したケアの実施 

（ウ）リスクマネージメントの実施 

（エ）看取り介護の実施 

（オ）家族会の運営支援 

（カ）完全個室ユニット型ケアの実施 

イ 地域貢献の推進  

地域における高齢者福祉の拠点として、赤十字奉仕団や地域ボランティア等の協力

のもと、施設が持つ社会的資源を地域に活かした事業を展開する。 

また、地域住民を対照とした「介護・医療に関する講演とフォーラム」を開催して

高齢者介護の知識や情報の提供を行う。 

（ア）介護・医療に関する講演とフォーラムの開催 

（イ）特別養護老人ホーム日赤鶯鳴荘施設整備懇話会の開催 

（ウ）雫石町高齢者福祉事業施設連絡協議会との連携 

（エ）ホームページや広報誌等による「もっとクロス」の実施 

ウ 職員の養成と確保                     

超少子高齢化社会を踏まえ、介護等職員の人材確保に当たっては、長期的なスパン

で計画的に確保し、養成する取組みが必要である。 

このため、平成 30 年度以降も、地域住民や地元高校生等を対象に介護職員初任者

研修を実施する。また、介護職員養成専門学校やハローワーク、福祉人材センター

などと連携を密にして介護等職員の採用を促進するとともに、赤十字関連施設等へ

のポスター等の掲載依頼、ホームページを活用し募集に努める。 

職員の確保については、健康診断の内容を充実させるなど、施設の労働環境を向上

させて働きやすい職場を確立するとともに、専門性の高い優秀なスタッフを採用し、

職員の資質向上とサービスの専門性を高める研修と育成のシステムを確立し、さら

（ユニットケア研修） 

（介護・医療に関する講演会） 
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に、自信と謙虚さのバランスのとれた人材の確保に努める。 

（ア）ユニットリーダー研修への職員派遣 

（イ）かく痰吸引等（医療的ケア）研修への職員派遣 

（ウ）口腔ケア・認知症ケア・看取りケア等研修への職員派遣 

（エ）介護福祉士等資格取得の支援 

エ 地域包括ケアシステムへの対応 

国や地方公共団体においては、超少子高齢化社会を踏まえ、高齢者が住み慣れた地

域で介護や医療、生活支援サポート及びサービスを受けられるよう「地域包括ケア

システム」の構築を進めており、地域住民や他団体、行政等と積極的に連携し活動

を推進する。 

（ア）雫石町地域包括支援センター運営協議会における連携 

（イ）認知症カフェの実施 

（ウ）地域との情報交換会の開催 

 

 

 

 

 


